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電子決裁・文書管理システム運用開始
及び財務会計システムの電子決裁化に
ついて

資料 １



内部事務の電子化により事務の効率化及び最適化を図る

業務効率化による市民サービス向上

電子決裁導入の経緯

1. 電子運用の概要
（1）電子決裁導入の経緯等

現
状
認
識 決裁事務の迅速化

公文書の適正管理

業務の効率化・職員負荷軽減

文書量削減 行政運営の効率化

持続可能な社会の形成

価値観や市民ニーズの多様化

情報通信技術（ＩＣＴ）の進展

現
行
課
題

本
市
を
取
り
巻
く

社
会
動
向

※ 行政改革推進実施計画、行政情報デジタル化推進方針の取組事例として位置付け

決決
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用語の定義

電子決裁 ＝ 決裁事務における押印行為を、システム上の承認操作で行う

(添付書類の確認もシステム上で行うことが可能)

電子運用 ＝ 電子決裁を前提とした文書の収受、保管・保存、廃棄を

電子的に取り扱うためのルールに基づいた運用

電子決裁

電子運用

紙文書の電子化ルール

電子を前提とした
回議のルール

文書の受領ルール

グループウェア等他システム
との使い分けルール

回覧・供覧ルール

添付の保管・保存ルール

1. 電子運用の概要
（1）電子決裁導入の経緯等
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システムの概要

1. 電子運用の概要
（1）電子決裁導入の経緯等

財務会計

電子決裁

文書管理
庶務事務

（勤怠管理）

富士通クラウド環境（IPK）

今回開発範囲

既存環境（IPK）を活用し、電子決裁・文書管理システムの導入及び財務会計システム
の電子決裁化を行う。
※電子決裁は共通基盤となるため、既に導入済みの庶務事務（勤怠管理）システムと
運用方法や使用感は同様。
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電子運用実践

電子運用推進：

文書事務における電子運用施策の検討、
及び電子化推進

市長、副市長目標値の承認

担当者

各課長

電子運用推進支援、インフラ整備：

市長公室政策企画課
総務部デジタル推進課

電子運用推進支援、庁内のインフラ整備

技
術
支
援

環境整備

・所属内の電子決裁及び、文書の
電子的処理を推進する

・庁内外からの電子文書の取得を
行う
・文書管理事務の電子運用を行う

電子運用の方針の推進

1. 電子運用の概要
（2）推進体制（文書管理）

市長公室市政情報課
総務部人権庶務課

文書主任
ファイリング責任者

・課内の電子文書の適正な処理及
び文書事務の電子処理への改善指
導を行う
・課内の文書管理システム以外で
の電子文書の保管先の維持管理を
行う
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電子運用実践

電子運用推進：総務部財政課
総務部財産管理課
出納室

財務事務における電子運用施策の検討、
及び電子化推進

市長、副市長目標値の承認

担当者

各課長

電子運用推進支援、インフラ整備：
市長公室政策企画課
総務部デジタル推進課

電子運用推進支援、庁内のインフラ整備

技
術
支
援

環境整備

・所属内の電子決裁及び、財務会
計の電子的処理を推進する

財務会計事務の電子運用を行う

電子運用の方針の推進

課長補佐・係長

・課内の財務会計事務手続きの適
正な処理及び電子運用を正しく理
解し、担当職員へ改善指導を行う

・課内の財務会計システム以外の
財務関連事務運用や、財務会計シ
ステム出力帳票の電子運用への改
善指導を行う

1. 電子運用の概要
（2）推進体制（財務会計）

5



電子運用の目標と指標

目標

•文書ライフサイクルの電子化

•電子決裁率100%

•業務の迅速化・効率化

指標

内部事務の電子化により事務の効率化及び最適化を図る

業務効率化による市民サービス向上

1. 電子運用の概要
（3）電子運用の目標

【参考】 電子決裁率＝電子決裁数／総決裁数

内部事務の電子化により事務の効率化及び最適化を図り、
業務効率化による市民サービス向上を目指していきます
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1. 電子運用の概要
（3）電子運用の目標
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◆トップも電子決裁とす
る【調整中】

◆添付が紙でも決裁は電
子決裁とする

◆電子決裁の例外を明確
化する

◆電子文書は紙に印刷を
せず電子文書のまま処理
をする

◆庁内周知(発送)は、電
子メール、グループウェ
ア、システムの供覧を活
用する

◆未処理案件(処理の停
滞)を無くす

◆パソコンの画面で見や
すい文書を作成する

◆ファイルサーバ内の整
理

基本方針

①文書ライフサイクルの
電子化

②電子決裁率100% ③業務の迅速化・効率化



2. 電子運用の開始に伴う留意点
（1）共通の留意点（電子決裁）

電子決裁の基本方針

決決
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(1)行政委員会等の正規職員以外の決裁者

長にIDを付与し、電子決裁を行う。

(3)財務会計・文書管理システム稼働時間外において緊急の決裁が必要な場合

緊急時は紙による決裁を行い、後からシステム登録する

■原則電子決裁の推進にむけた運用方針

(2)トップの電子決裁

 財務会計・文書管理システムで起案した文書は、原則電子決裁する。
方針

調整中



電子決裁と添付のパターン

2. 電子運用の開始に伴う留意点
（1）共通の留意点（電子決裁）

 添付文書なしまたは電子添付ファイルのみの場合 (電子決裁+電子添付)

PDFWord

Excel

電子決裁 電子添付
ファイル

システム起案

 添付文書に現物がある場合 (電子決裁+紙・現物)

電子決裁
添付書類
送付票
＋現物

システム起案
＋添付書類送付票を

印刷

 留意事項
・回議中は、添付書類送付票を出力して合わせて回付することにより、決裁文書と現物の紐づけを行う。
・現物には、文書管理番号や支出命令番号等の伝票番号を記載して、システムとの紐づけを行う。
・現物がCD、USBメモリ等の文字を記載することが難しい場合は、テープ等を貼って管理番号を記載する。

 紙や現物の添付文書がある場合は、添付書類送付票を併せて回付する。

 保管時は、添付書類送付票を併せて保管する。

紙や現物の添付は、添付書類送付票と併せて回付し保管します。

方針
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（参考）添付書類送付票の画面イメージ

2. 電子運用の開始に伴う留意点
（1）共通の留意点（電子決裁）
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添付文書方針

2. 電子運用の開始に伴う留意点
（1）共通の留意点（電子決裁）

 添付文書なしまたは電子添付ファイルのみの場合 (電子決裁+電子添付)

PDFWord

Excel

電子決裁 電子添付
ファイル

システム起案

 Excel、Word、PowerPoint等で作成された電子文書やPDF文書等

• PDF文書は、その他業務システムの起案文書、紙文書をスキャナ等で電子化した文書を含む

※ DocuWorksでまとめた文書も含む。

 庁内で作成する文書は原則電子化とし、電子のまま添付する。
また、添付する文書は必要最小限とする。

方針
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添付文書方針

2. 電子運用の開始に伴う留意点
（1）共通の留意点（電子決裁）

方針

電子決裁
添付書類
送付票
＋現物

システム起案
＋添付書類送付票を

印刷

 電子化（スキャン等）が困難であり、紙や現物を許容する添付文書

 添付文書に現物がある場合 (電子決裁+紙・現物)

添付文書のうち、電子化（スキャン等）が困難で、紙や現物を許容するもの

 刊行物（書籍・冊子）など、決裁後の活用において明らかに紙資料で保存した
方が合理的な文書

 書類の量が膨大であったり大型図面が含まれるなど、紙を電子データ化するの
に著しく不合理な文書

 特定個人情報等、センシティブな情報を含むなど、決裁・供覧後の閲覧可能者
を適切に限定することが困難な文書

12



決裁を効率化するための添付の作成方針

2. 電子運用の開始に伴う留意点
（1）共通の留意点（電子決裁）
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電子決裁を前提とするため、庁内の説明資料は画面で見ることを前提に電子添付を作

成する

•文章だけでなく、図解し全体像がわかるように作成する。

•文字の大きさを12ポイント以上で作成する。

• 1画面でスクロール無しで見られるように、A4横を活用する。

電子決裁を前提とするため、決裁者の操作を最小限にする

• 複数の添付をまとめる。（例：Excel/Word/PowerPointは、PDFまたはDocuWorksにまとめる等）

添付容量を減らす工夫をする

「パソコン画面で見ることを前提に電子添付を作成する」

文章だけでなく
図解し全体像がわかるように作成

文字フォントは
12ポイント以上で作成

拡大しなくても読める大きな文字

画面で見やすい資料作成により、決裁の効率化を目指します

方針



2. 電子運用の開始に伴う留意点
（1）共通の留意点（電子決裁）

合議の運用方針
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 複数所属へ同時に合議(並列合議)を行い効率化する。

 添付の種類や並列合議を行える事案かどうかにより、直列合議と並列合議を
使い分ける。

直列合議
・A課が起案しB課とC課へ合議をする場合、

B課からC課と1所属ずつ順に決裁を行う。

並列合議
・起案所属(A課)がB課とC課の担当者へ合議し、

B課C課(複数課)が同時に決裁を行う。

Ａ課

Ｂ課

Ｃ課

Ａ課

Ｂ課

Ｃ課

■留意事項
・電子化できない紙の添付文書が原本となる場合は、直列合議を行う。
・紙の添付文書が原本となるが、合議効率化のために紙文書を電子化した写しを電子添付できる場合は、並列合議を行える。

複数所属へ同時に合議(並列合議)を活用して、決裁の効率化を図ります

方針

並列合議は電子運用
のメリットです



2. 電子運用の開始に伴う留意点
（2）共通の留意点（文書の取扱い）
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電子データでの受領を推進し、電子文書は電子文書のまま処理する。電子運用推進

のため、紙文書の電子化だけではなく、電子文書での受領を推進する。

電子文書での受領は、単なる変更(紙の申請書を窓口に提出→Word形式の申請書を

メールで提出)ではなく、フォームや電子申請を活用しシステムで取扱いやすい

データ形式での受領を検討・推進する。

【相手先別の電子受領の推進】

相手先
手段 行政機関 民間企業等 住民等個人 庁内他課

電子申請システム ○ ○ ○ ○

電子メール ○ ○ ○ ○

ファクシミリ ▲ ▲ ▲ ▲(出先)

郵送 ▲ ▲ ▲ ×

窓口/持参 ▲ ▲ ▲ ▲

グループウェア × × × ○

○ : 既に電子文書で受領できている ▲ : 電子文書での受領を推進する
× : 今後も手段を利用しない/できない

方針

文書の受領方針



受領した紙文書の取扱い方針

2. 電子運用の開始に伴う留意点
（2）共通の留意点（文書の取扱い）
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 受領した紙文書は原則電子化する。
方針

該当文書 処理 原本・正本の判断

・公印、朱肉印の押印、署名がある文書
・法令等により紙保存が義務付けられている場合
・記録や資料の歴史的な価値を維持する上で、紙保存が不可欠な場合
(紙自体に唯一無二の価値が認められる場合等)

紙文書を
保管・保存する

紙文書を原本とし電子文書は写しとする
※電子文書が写しとわかるように
ファイル名に「_scan写し」を付す。

・上記以外の文書
電子化した文書を保存し
紙文書は一定期間保管後

に廃棄する。

電子文書を正本とする
※電子化したことが記録されるよう、記録媒体
のファイル名の最後に「_scan正本」を付す。

該当文書 文書の具体例

電子化できない文書、電子化に
時間が掛かる文書、電子化した
場合に添付容量が大きくなる文
書

・A3判より大きな用紙サイズ、設計図、地図、ポスター
・電子化できない冊子、書籍、ホッチキス止めの申請書
・製本されている契約書
・大量の添付文書
・その他複合機のスキャナ機能で扱えない不定形物

窓口受領の申請・届出等で即時
性が求められる文書

・申請書等
・システム入力の原票になる文書

特定個人情報等が含まれる文書 ・個人番号(マイナンバー)が含まれる文書

秘密文書 ・課内職員の閲覧がふさわしくない文書

 電子化した文書の原本・正本の考え方

 電子化の例外

※紙が原本となる文書は、誤って廃棄しないよう適正に管理する

原
本

作成者が一定の内容を表示するため、確定
的なものとして最初に作成した文書

正
本

受領した文書等のうち、電子ファイルまた
は紙原本をスキャン等で電子化したもので、
原本と同様の効力を有するとして保存・保
管することとしたもの

写
し

正本と同一の内容で、執務の便宜のために
保有しているもの

 原本等の用語の定義



受領した電子文書の取扱い方針

2. 電子運用の開始に伴う留意点
（2）共通の留意点（文書の取扱い）
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 システム保存の上限値（10MBを想定）を超えた文書はファイルサーバに保管する。

 電子媒体で受領した文書は電子媒体を正本として保管する。

方針

該当文書 文書の具体例 処理 正本の判断

電子ファイルで
受領した文書

ファイル容量がシステム添付上限値以下の文書
・電子メール
・グループウェア
・電子申請

電子文書を
文書管理システムに

保存する

文書管理システム内の
電子文書を正本とする

ファイル容量がシステム添付上限値を超える文書
・電子メール
・グループウェア
・電子申請

電子文書を
ファイルサーバに

保存する

ファイルサーバ内の
電子文書を正本とする

電子媒体
(USB、CD、ハー
ドディスク等)で
受領した文書

ファイル容量がシステム添付上限値以下の文書
・業者からの納品物

電子媒体に保存する

※必要に応じて文書管理シス
テムや他システムに格納し副本

（写し）として活用する

電子媒体の電子文書を
正本とする

ファイル容量がシステム添付上限値を超える文書
・業者からの納品物

他システムに格納する大容量文書
・航空写真
・測量データ



収受印の押印方針

2. 電子運用の開始に伴う留意点
（2）共通の留意点（文書の取扱い）
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 紙で受領した文書は、収受印を押印する。

 電子文書は、収受印の押印を不要とする。

方針

押印の位置づけ 押印対象文書
電子文書に対する
押印の考え方

・証拠の提供
正確な受け取り日時を管理することで、文書の
受け取り日時を証明する。
・期日計算の起算日
文書の処理について期限のあるものは、収受の
日が期日計算の起点となる場合もある。

収受文書 収受日を明確にする必要性は電子文書で

あっても変わらない。

電子メール等であれば受領したツールに期

日が明確に残り、当該情報を含めシステムに

登録することとなるため、押印の代替となる。

【収受印の位置づけ】

電子で受領

 紙で受領した場合  電子で受領した場合

システムに
収受登録

紙で受領

印

収受印の
押印

収受印
は不要

電子化基準に
則り判断

電子化

システムに
収受登録印



文書管理システムでは、文書の収受、起案、決裁、保存に至る
文書のライフサイクルをシステム化しています。システムを利用
することで、効率的な公文書事務を行うことができます。

効果・分析
各課利用状況をグラフで
可視化、導入効果と
適正管理状況を把握

収受/供覧
庁内庁外から受領した
紙や電子文書を登録
文書番号を取得

起案
起案情報や添付を登録
過去起案の簡単複写
起案時間を大幅短縮

電子文
書

紙文書

発送/施行

決裁文書の発送情報登録
ペーパーレスで庁内施行

履歴管理

決裁完了時の起案用紙を
PDFで自動保管
決裁履歴も管理

検索

目録情報を活用しあらゆる
角度から文書を検索
前任者の文書もすぐ探せる

保存/移管/廃棄
保存満了年まで確実に
保存、誤廃棄を防止
移管選別機能で
歴史的文書を残す

引継
引継対象文書を業務
主管課に引き継ぎ
書庫情報を管理

公開目録抽出

公開用文書目録を出力

起案・決裁

文書情報活用

電子決裁

電子による承認、決裁
ペーパーレスの効果

電子決裁

文書管理システム 全体イメージ

押印決裁
決裁結果を登録、紙に
よる決裁も確実に管理

分析・公開
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2. 電子運用の開始に伴う留意点
（3）文書事務の留意点

文書管理システム概要



2. 電子運用の開始に伴う留意点
（3）文書事務の留意点

現行運用イメージ 電子で文書を受領・作成しても印刷をして紙による処理が行われている

凡例 ：処理手順 ：データの流れシステム名

20

電子文書の運用イメージ 文書の作成から廃棄までをペーパーレス、ハンコレスな運用

押印決裁

覧

引継ぎ

移し替え

供覧 保存

廃棄

供覧者・決裁者

供覧作成

市政情報課

電子データを受
領

収受印処理 保管

主務課担当者

起案作成

紙文書を受領

１ 2 3

収受 供覧

１‘

決裁

4 5

6

7 8

9

文書管理台帳
に登録

印刷

覧 覧

印刷印刷

主務課担当者

ファイル基準
表作成

覧

保存箱引継ぎ
番号表作成

シール
交付

以降、
年度末
作業 シール

貼付

起案用紙
（様式第4号）

供覧カード
（様式第5号）

覧

文書管理システム

電子添付

収受・供覧・起案

電子データを受領

各課担当者

収受/供覧・
起案登録
電子添付

紙文書を受領

１ 2 3

１‘

4
5

電子化が可能な
ものは紙文書の
電子化

電子決裁システム

決裁

決裁

電子決裁
電子供覧

文書管理システム

自動保存

文書管理システム

次年度ファイル作成

電子で受領したものは
収受印の押印処理は不要

6

印刷処理は不要

押印処理は不要

文書管理システム

廃棄

保管、移し替え
引継ぎの処理は不要

市政情報課
7

供覧者・決裁者 主務課担当者

供覧

年度末
作業

年度末
作業



文書管理システム管理対象外の文書方針

2. 電子運用の開始に伴う留意点
（3）文書事務の留意点

実施機関以外の外部組織で作成される文書で公文書に該当しない文書

その他公文書以外の文書

軽易なもの

方針

具体例：自治会等
具体例：刊行物、ポスターそ
の他これらに類する文書又は
定例的な文書等

実施機関以外の外部組織で

作成される文書で公文書に該当

しない文書

その他公文書以外の文書

（刊行物、ポスターその他これらに

類する文書又は定例的な文書等）
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特定個人情報等の取扱い方針

2. 電子運用の開始に伴う留意点
（3）文書事務の留意点

特定個人情報等を含む文書を添付する必要がある場合は、電子ファイル

(Excel、Word、PDF等)で添付せず「紙文書」として添付し、「電子決裁」

とする。

方針

特定個人情報等を受領した場合の流れ

電子決裁
添付書類送付票

現物

特定個人情報等を
紙に印刷して添付

システム起案
添付書類送付票を印刷

特定個人情報等
を紙のまま添付

電子受領

紙受領

システムは外部から閉鎖されたシステムであるが、課内の不特定の職員が検索できる形
で特定個人情報等にアクセス可能な状態におくことを避けるため、電子ファイルとして
システム登録は行わないこと。

※「特定個人情報等」とは、「個人番号（マイナンバー）」及び
「個人番号（マイナンバー）を含む個人情報（特定個人情報）」
をいいます。
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2. 電子運用の開始に伴う留意点
（3）文書事務の留意点

作業用領域
(課内共有)

正本管理用領域

• 課の情報共有場所

• 課共同の作業場所

• 起案前の一時保管場所
XX課 個人

XX課

• 文書管理システムに添付登録できない
電子文書の正本管理場所

 留意事項

・共有端末や各自の端末では、原則電子文書の正本を管理せず、ファイルサーバの正本管理用領域を活
用すること。

・電子媒体で受領した文書は、電子媒体の電子文書を正本として管理をする。必要に応じて文書管理シ
ステム、ファイルサーバに保存をしてもよいが、保存した電子文書は副本（写し）として活用すること。
（副本（写し）であることがわかる名称を付与すること）

各課ファイルサーバ内

各課のファイルサーバは、正本管理用領域と作業用領域を分けて電子文書を管理

する。

方針

ファイルサーバの構成
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3. 電子運用の開始に伴う留意点
（4）財務事務の留意点

現行運用イメージ 電子で文書を受領・作成しても印刷をして紙による処理が行われている

凡例 ：処理手順 ：データの流れシステム名
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電子文書の運用イメージ 文書の作成から廃棄までをペーパーレス、ハンコレスな運用

財務会計システム
財務会計システム

押印決裁

保管

決裁者 担当

電子受領した
請求書は紙に印刷

受付印
押印 受付

各課担当者 出納室

支出命令起案
印刷

請求書を受領

１ 2 3 4

受付

１
決裁

5 6 7

9

8

請求書添付

保存
審査 支払

財務会計システム

財務会計システム

決裁者

電子で受領した
請求書は、電子
のまま登録

各課担当者

請求書を受領

１ 2

１‘

請求書の電子化

電子決裁システム

決裁

電子書類

電子決裁

添付書類は
電子添付

印刷処理は不要 押印処理は不要

保管

出納室

請求書
保管

財務会計システム

出納室 担当

支出命令起案・電子添付

3

支出命令

電子書類電子書類

受付 電子審査 支払

電子書類

4 5 6 7 8

各課で紙コピー保管は不要（紙添付を除く。）



年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

期 上 下 上 下 上 下 上 下

全庁
イベント

システム

推進作業

電子決裁運用方針の
検討

規程類の
改訂

操作
研修

電子決裁運用の推進

ペーパーレスの推進

▽新任者研修 ▽新任者研修

システム運用
(電子決裁(財務・文書))

電子運用の推進

▽新任者研修

▽モニタリング

システム導入

▽ 全庁方針説明会
(目標周知)

▽モニタリング

4. その他共有事項
（1）電子運用の推進スケジュール

令和７年４月１日 電子運用開始予定

25

電子運用の推進スケジュール

システム運用
(文書管理)

試験
運用

※令和７年２月から２か月間の試験運用を実施予定



他自治体の声

導入自治体の声

• 起案の書式に迷わない、決裁スピードが上がった、決裁の進捗状況が画面で一目で確認
できる、決裁後の起案文書の保管場所が不要など、上手に効率化が図れていると感じる。

• 電子化され効率的になっただけでなく、コロナ禍において不要な移動、接触を減らすことも
できた。

• 持ち回りが不要となり、また、端末に縛られず出張先やテレワークでも決裁が可能となり、
業務の効率化が進んだ。

• 電子決裁が定着化したので、以前の紙による押印の運用には戻れない。
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4. その他共有事項
（2）他自治体の声


